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第46回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第46回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確
認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「私たちについて」「Ｉ
Ｒ情報」「株主総会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、以下の東京証券取引所
（東証）のウェブサイトにも掲載しております。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）に「秋川牧
園」又は「コード」に当社証券コード「1380」を入力・検索し、「基本情報」
「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通
知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま
すので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権行使書用紙に議
案に対する賛否をご表示いただき、2025年６月26日（木曜日）午後５時までに到
着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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１．日 時 2025年６月27日（金曜日）午後２時
２．場 所 山口県山口市湯田温泉３丁目２番７号

セントコア山口　２階　サファイア
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
※会場が前回と異なっておりますので、お間違えのないよう
　ご注意ください。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第46期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類及び計算書類の内容報告の件
２. 会計監査人及び監査役会の第46期連結計算書類監査結果報

告の件
決 議 事 項

　　　議案 剰余金処分の件

記

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）

⑴議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表
示があったものとしてお取り扱いいたします。
⑵代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１
名を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明す
る書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

                                                                 以　上
------------------------------------------------------------------------

　当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申しあげます。また、資源節約のため、この「招集ご通知」を
ご持参くださいますようお願い申しあげます。

　書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあ
わせてお送りいたしますが、当該書面は、法令及び当社定款第14条第２項の規定
に基づき、次に掲げる事項を除いております。
　①　連結計算書類の「注記事項」
　②　計算書類の「注記事項」
　従いまして、当該書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査
人及び監査役がそれぞれ会計監査報告及び監査報告を作成するに際して監査をし
た対象書類の一部であります。
　なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の当社
ウェブサイト及び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前の事項及び修正後
の事項を掲載させていただきます。
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（ 2024年４月１日から
2025年３月31日まで ）

事 業 区 別

売 上 高 （ 百 万 円 ） 営 業 利 益 （ 百 万 円 ）

第45期
(2024年３月期)

第46期
(2025年３月期)

第45期
(2024年３月期)

第46期
(2025年３月期)

生 産 卸 売 事 業 5,735 6,265 378 412

直 販 事 業 1,656 1,691 73 29

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①事業の経過及び成果

当連結会計年度（2024年4月1日～2025年3月31日）におけるわが国の経

済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の拡大などを背景に、緩

やかな回復基調が持続しました。その一方で、物価上昇や中国経済の減

速、為替相場の急激な変動などにより、先行きは依然として不透明な状況

が続きました。食品業界につきましては、原材料や人件費など様々なコス

トが上昇する中で、実質所得の伸び悩みを背景に消費者の節約意識は高ま

っており、厳しい事業環境となっております。

当社グループにつきましては、上期はコロナ禍の終息に伴う宅配特需か

らの反動減の影響が残りましたが、下期からは鶏肉及び冷凍加工食品を中

心に販売が好調に推移しました。また、2024年３月に連結子会社化した秋

川牧園（常州）農業有限公司が加わったことも寄与し、売上高は増加しま

した。利益面につきましては、販売増及び値上げの効果があった一方で、

人財確保に向けた人件費の増加や、2023年11月に建設した新直販物流セン

ターの償却負担といった、今後の成長を見据えた戦略的投資が減益要因と

なりました。さらに、円安による飼料価格の高止まりなど様々な仕入コス

トの上昇も加わり、減益となりました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、79億57百万円（前連結会計年

度比7.6％増）、営業損失は３百万円（前連結会計年度は11百万円の営業

利益）、経常利益は51百万円（前連結会計年度比66.4％減）、親会社株主

に帰属する当期純利益は28百万円（同71.3％減）となりました。

事業別の状況は次のとおりであります。
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（生産卸売事業）

生産卸売事業につきましては、製品の値上げに加えて、鶏肉及び冷凍加

工食品の販売増の効果や、中国において鶏肉の生産と販売を展開する秋川

牧園（常州）農業有限公司が連結子会社に加わったこと等により、売上高

は増加しました。利益面につきましては、人件費の上昇や2024年２月に行

った冷凍設備の更新投資に伴う減価償却費の増加といったコストアップ要

因がありましたが、製品値上げ及び販売増の効果により増益となりまし

た。

この結果、生産卸売事業の売上高は、62億65百万円（前連結会計年度比

9.2％増）、営業利益は４億12百万円（同8.7％増）となりました。

（直販事業）

当社の食を中心とした安心・安全な食品を全国の個人の消費者に直接お

届けする直販事業につきましては、会員数の増加と注文率の改善により８

月以降は販売が前年を上回る流れが継続し、売上高は増加しました。利益

面につきましては、値上げ及び販売増の効果があったものの、2023年11月

に建設した新物流センターの償却負担や人件費の増加、会員募集費の積極

的な投入などのコストアップ要因により減益となりました。

この結果、直販事業の売上高は、16億91百万円（前連結会計年度比

2.1％増）、営業利益は29百万円（同59.3％減）となりました。

②設備投資の状況

　当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資額は４億95百万円

であり、この中には鶏卵生産の子会社である㈲篠目三谷における定期的な

採卵鶏の取得（１億50百万円）を含んでおります。

　これ以外で主なものは、当社における平飼い卵の生産設備（47百万

円）、冷凍食品工場のフライヤー設備の増設（41百万円）などでありま

す。

③資金調達の状況

　当連結会計年度におきましては、当社において銀行などからの借入によ

り６億39百万円の資金調達を行いました。
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 　　　区　　　　分
第43期

(2022年３月期)
第44期

(2023年３月期)
第45期

(2024年３月期)

第46期
(当連結会計年度)
(2025年３月期)

売 上 高(千円） 6,638,727 7,070,463 7,392,457 7,957,457

経 常 利 益(千円） 237,370 242,195 153,574 51,583

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

(千円） 159,570 156,042 98,290 28,185

1株当たり当期純利益 38円27銭 37円43銭 23円58銭 ６円76銭

総 資 産(千円） 5,593,521 6,073,371 7,050,478 7,126,124

純 資 産(千円） 2,035,437 2,138,092 2,187,079 2,186,880

１株当たり純資産額 487円68銭 512円11銭 523円57銭 523円35銭

(2) 財産及び損益の状況の推移

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

有 限 会 社 篠 目 三 谷 10,000千円 49％ 鶏 卵 の 生 産

株式会社ゆめファーム 500 48 青 果 の 生 産

秋 川 牧 園 ( 常 州 )
農 業 有 限 公 司

202,500 100
中 国 国 内 に お け る
若 鶏 の 生 産 ・ 販 売

有 限 会 社 菊 川 農 場 3,000 100 若 鶏 の 生 産

株式会社チキン食品 60,000 100 生 鳥 の 処 理

有限会社むつみ牧場 3,000 48 原 乳 の 生 産

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）㈲篠目三谷、㈱ゆめファーム及び㈲むつみ牧場については、持分の取得及び取引関係によ

り、実質的に支配していると認められる状況であるため、連結の範囲に含めるものであり

ます。
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(4) 対処すべき課題

　深刻化する人手不足を大きな背景とした様々なコストの上昇、ますます不安定

化する世界情勢など、事業環境は今後さらに厳しいものになっていくと想定され

ます。当社グループではその中でも持続的な成長に向けて、人財力、ブランド

力、事業競争力をさらに高めるため、今年２年目となる中期計画の７つの基本戦

略を柱に様々な課題に取り組んでまいります。

（７つの基本戦略）

①人財戦略

　働く社員にとっての成長環境、モチベーション環境の優れた会社を目指し、人

財マネジメントの強化、社員満足度の向上など、様々な施策を実行します。

②ファン化戦略

　秋川牧園の食をより多くの方に食べていただくと同時に、食の安心安全の大切

さや秋川牧園の取り組みを伝え、共感を増やす中で秋川牧園ファンを増やしま

す。

③鶏肉・冷食事業の変革

　販売拡大と同時に人手不足時代に対応した生産性の高い事業構造を目指し、

様々な変革を進めます。

④直販事業の強化

　事業競争力を高めると同時に、宅配サービス自体のブランディングを進め、

その独自性を強化します。

⑤中国鶏肉事業の基盤の確立

　無投薬飼育のさらなる安定化、加工食品の開発、販路の拡大など事業基盤づく

りを進めます。

⑥サステナビリティ戦略

　サステナビリティ推進委員会を中心に脱炭素、脱プラ、飼料自給、地域連携を

進めます。

⑦食の信頼

　食の信頼を引き続き守っていくため、品質管理及び生産管理を強化します。ま

た、商品力の強化や生産性向上にも継続的に取り組んでまいります。
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事 業 区 分 主 要 な 商 ・ 製 品

生 産 卸 売 事 業 食肉　冷凍加工食品　鶏卵　牛乳　乳製品

直 販 事 業
食肉　冷凍加工食品　鶏卵　牛乳

乳製品　青果　一般食品等の宅配

(5) 主要な事業内容（2025年３月31日現在）

当 社
本社及び工場：山口県山口市

大阪事業所：大阪府茨木市

有 限 会 社 篠 目 三 谷 本社：山口県山口市

株式会社ゆめファーム 本社：山口県山口市

秋 川 牧 園 ( 常 州 )

農 業 有 限 公 司
本社：江蘇省常州市（中華人民共和国）

有 限 会 社 菊 川 農 場 本社：山口県下関市

株 式 会 社 チ キ ン 食 品
本社：山口県山口市

工場：熊本県玉名郡南関町

有 限 会 社 む つ み 牧 場 本社：山口県萩市

(6) 主要な営業所及び工場（2025年３月31日現在）

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減数

332名 12名増

(7) 従業員の状況（2025年３月31日現在）

　企業集団の従業員の状況

（注) 従業員数は就業員数であり、上記の他、臨時社員及びパート社員が158名（年間の平均人

員）おります。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 山 口 銀 行 1,000,828千円

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 882,275千円

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 361,722千円

株 式 会 社 西 京 銀 行 339,990千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 311,649千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 280,008千円

(8) 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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① 発行可能株式総数 8,000,000株

② 発行済株式の総数 4,179,000株

③ 株主数 2,090名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

秋 川 　 正 898,200株 21.5％

秋 川 　 實 434,000 10.4

秋 川 牧 園 職 員 持 株 会 268,400 6.4

株 式 会 社 秋 川 く ら し フ ァ ー ム 210,000 5.0

株 式 会 社 山 口 銀 行 200,000 4.8

秋 　 川 　 喜 代 子 131,000 3.1

秋 川 寿 子 129,300 3.1

山 口 県 信 用 農 業 協 同 組 合 連 合 会 120,000 2.9

伊 藤 忠 飼 料 株 式 会 社 106,000 2.5

秋 川 　 茂 69,600 1.7

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2025年３月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式数（9,878株）を控除して計算しております。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

　該当事項はありません。

(3) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 秋 川 　 正
㈱ゆめファーム代表取締役社長
秋川牧園(常州)農業有限公司董事長

取 締 役 田 村 次 郎
生 産 部 長
㈱ チ キ ン 食 品 代 表 取 締 役 社 長
㈲ 篠 目 三 谷 代 表 取 締 役 社 長

取 締 役 河 村 洋 亮 製 造 部 長

取 締 役 原 田 良 人 経 営 管 理 部 長

取 締 役 内 田 恭 彦
龍 谷 大 学 政 策 学 部 教 授
国立大学法人山口大学名誉教授
日 本 知 的 資 産 経 営 学 会 副 会 長

取 締 役 小 野 典 子 ㈱アデリー代表取締役社長

常 勤 監 査 役 山 根 史 浩

監 査 役 江 藤 龍 夫
薬 仙 石 灰 ㈱ 会 長
薬 仙 運 輸 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長

監 査 役 宇 佐 美 理 世
リソラ社会保険労務士法人代表社員
山 口 県 社 会 保 険 労 務 士 会 会 長

(4) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）

（注）１. 取締役内田恭彦氏及び取締役小野典子氏は、社外取締役であります。

２. 常勤監査役山根史浩氏、監査役江藤龍夫氏及び監査役宇佐美理世氏は、社外監査役で

あります。

３. 常勤監査役山根史浩氏は、金融機関における長年の経験があるなど、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有するものです。

４. 当社は、社外取締役内田恭彦氏及び小野典子氏、社外監査役山根史浩氏、江藤龍夫

氏、宇佐美理世氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。

５. 2024年６月27日開催の第45回定時株主総会終結の時をもって、代表取締役会長秋川實

氏は任期満了により退任いたしました。

② 取締役及び監査役の報酬等

イ．取締役の報酬等の決定方針について

　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を、役員報酬

委員会に諮問し答申を受けたうえで、取締役会において決定しておりま

す。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につ

いて、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定

方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであ

ると判断しております。
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ａ．基本方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンテ

ィブとして十分に機能する報酬体系とし、個人別の取締役の報酬の決

定に際しては、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針と

する。

　具体的には、取締役の報酬は、基本報酬、業績連動報酬、退職慰労

金により構成し、監督機能を担う社外取締役については、その職務に

鑑み、基本報酬及び退職慰労金を支払うこととする。

※取締役の報酬限度額は、2023年６月27日開催の第44回定時株主総会

において、年額60百万円以内（うち社外取締役分８百万円以内。ただ

し、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議してい

る。

ｂ．基本報酬の個人別の報酬の額の決定に関する方針

　当社の基本報酬については、月例の固定報酬とし、株主総会で決議

された総額の範囲内で、各取締役の役位、担当職務、業績等を総合的

に勘案して決定する。

ｃ．業績連動型報酬の内容及び額の算定方法の決定に関する方針

　業績連動型報酬については、事業年度ごとの業績向上に対する意識

を高めるために、業績を反映した現金報酬として、月例の基本固定報

酬に加算して支給する。業績連動型報酬は、適宜、環境の変化に応じ

て見直しを行うものとする。

ｄ．退職慰労金の内容及び額の算定方法の決定に関する方針

　退職慰労金は、在職中の職務に対する対価の一部として、報酬額、

在任年数等に応じた当社「役員退職慰労金規程」に従い退職時に支給

するものとする。

ｅ．取締役の個人別の報酬等の額に対する割合決定に関する方針

　基本報酬、業績連動報酬、退職慰労金の支給割合は、株主総会で決

議されている総額の範囲内で、会社の経営成績、従業員とのバラン

ス、過去実績、内規等を総合的に勘案し決定する。
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区 分 員 数 基本報酬の額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

７名
（２）

34,883千円
（3,960）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

３
（３）

6,480
（6,480）

合 計 10 41,363

ｆ．報酬決定のプロセス

　取締役の報酬の額及び算定方法を決定する方針については、株主総

会にて決議された報酬限度額の範囲内で、役員報酬委員会による審議

を経て、当社取締役会が決定する。

　取締役の個人別の報酬等の内容については、代表取締役社長が取締

役会決議により委任を受けるものとし、代表取締役社長は役員報酬委

員会の答申を尊重し、個人別の報酬の額を決定する。ただし、代表取

締役社長の報酬等の額については、役員報酬委員会の答申を踏まえ、

取締役会の決議をもって決定する。

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．上表には、2024年６月27日開催の第45回定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役１名（うち社外取締役０名）を含んでおります。

２．取締役の報酬限度額は、2023年６月27日開催の第44回定時株主総会において年額60百

万円以内（うち社外取締役分８百万円以内）と決議いただいております。当該株主総

会終結時点の取締役の員数は、６名（うち社外取締役２名）です。

３．監査役の報酬限度額は、2008年６月25日開催の第29回定時株主総会において年額10百

万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名

（うち社外監査役３名）です。

４．上記には、当事業年度における役員退職慰労引当金の増加額3,770千円（取締役７名

に対し3,170千円（うち社外取締役２名に対し360千円）、監査役３名に対し600千円

（うち社外監査役３名に対し600千円））が含まれております。

５．取締役会は、代表取締役秋川正氏に対し、各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を

除く各取締役の業績等を踏まえた、賞与の評価配分の決定を委任しております。委任

した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の評価を行うには、代表取締

役が適していると判断したためであります。なお、委託された内容の決定にあたって

は、役員報酬委員会がその妥当性等について確認しております。

－ 11 －



③ 社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

・社外取締役　内田恭彦氏

　龍谷大学政策学部教授、国立大学法人山口大学名誉教授及び日本知的

資産経営学会副会長を兼職しておりますが、当社との特別な関係はあ

りません。

・社外取締役　小野典子氏

　㈱アデリー代表取締役社長であり、当社は同社との間に商品等の仕入

れ販売の取引関係があります。

・社外監査役　江藤龍夫氏

　薬仙石灰㈱会長及び薬仙運輸㈱代表取締役社長を兼職しております

が、当社との特別な関係はありません。

・社外監査役　宇佐美理世氏

　リソラ社会保険労務士法人代表社員及び山口県社会保険労務士会会長

を兼職しておりますが、当社との特別な関係はありません。

ロ. 他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

　該当事項はありません。

ハ. 当事業年度における主な活動状況

・社外取締役　内田恭彦氏

　当事業年度に開催した取締役会14回のうち12回に出席し、経営学博士

としての豊富な経験と専門知識を活かし、社外取締役として積極的に

助言・提言をいただいております。

・社外取締役　小野典子氏

　当事業年度に開催した取締役会14回のすべてに出席し、企業経営に関

与されている識見と経験を活かし、社外取締役として積極的に助言・

提言をいただいております。

・社外監査役　山根史浩氏

　当事業年度に開催した取締役会14回のすべてに出席し、前職の管理部

門に幅広く関与された識見と経験を活かし、適宜助言・提言をいただ

いております。

また、当事業年度に開催した監査役会11回のすべてに出席し、発言は

出席の都度適宜に行われ、監査に関する重要事項の協議を行っており

ます。
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・社外監査役　江藤龍夫氏

当事業年度に開催した取締役会14回のうち11回に出席し、企業経営に

関与されている識見と経験を活かし、適宜助言・提言をいただいてお

ります。

また、当事業年度に開催した監査役会11回のうち10回に出席し、発言

は出席の都度適宜に行われ、監査に関する重要事項の協議を行ってお

ります。

・社外監査役　宇佐美理世氏

　当事業年度に開催した取締役会14回のうち11回に出席し、社会保険労

務士としての豊富な経験と専門知識を活かし、適宜助言・提言をいた

だいております。

　また、当事業年度に開催した監査役会11回のうち９回に出席し、発言

は出席の都度適宜に行われ、監査に関する重要事項の協議を行ってお

ります。

ニ. 責任限定契約の内容の概要

　当社は、各社外取締役及び各社外監査役との間で、会社法第４２７条

第１項の規定に基づき、同法第４２３条第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任

の限度額は、同法第４２５条第１項に定める最低責任限度額としてお

ります。

 区　　　　分 報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 19,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

19,000千円

(5) 会計監査人の状況

① 名称　　　　　　　　晄和監査法人

② 報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積もりの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ

で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。
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３．当社子会社の秋川牧園（常州）農業有限公司につきましては、当社の会計監査

人以外の監査人の監査を受けております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたし

ます。

(6) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　倫理規程を作成し、役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動を

とるための行動規範とする。また、その徹底を図るため、経営管理部にお

いてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部を中

心に役職員教育等を行う。内部監査部門は、経営管理部と連携の上、コン

プライアンスの状況を監査する。これら活動は定期的に取締役会及び監査

役会に報告されるものとする。法令上疑義のある行為等について従業員が

直接情報提供を行う手段としてコンプライアンス・ホットラインを設置・

運営する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的

媒体（以下、文書等という）に記録し、保存する。取締役及び監査役は、

文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、品質、防疫及び情報セキュリティ等に

係るリスクについては、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュ
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アルの作成・配布等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視及び全

社的対応は経営管理部が行うものとする。新たに生じたリスクについては

取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定める。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は取締役、従業員が共有する全社的な目標を定め、業務担当取

締役はその目標達成のために各部門の具体的目標及び会社の権限分配・意

思決定ルールに基づく権限分配を含めた効率的な達成の方法を定め、全社

的な業務の効率化を実現するシステムを構築する。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

　当社及びグループ各社における内部統制の構築を目指し、当社グループ

各社全体の内部統制に関する担当部署を設けるとともに、当社及びグルー

プ各社間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等

が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。

⑥ 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役は、内部監査部門の従業員に監査業務に必要な事項を命令するこ

とができるものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員は

その命令に関して、取締役等の指揮命令を受けないものとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制

　取締役または従業員は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当社及

び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプ

ライアンス・ホットラインによる通報状況及びその内容を監査役が出席す

る取締役会及び幹部会にて速やかに報告する。その他必要なことは、経営

管理部長が随時監査役会へ報告する。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役と代表取締役社長との間の定期的な意見交換会を設定する。

当事業年度の、上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の主な概要

は以下のとおりであります。
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① 取締役会規程等に基づき、取締役会における決議事項等の意思決定のル

ールを明確化しております。当事業年度においては､取締役会、幹部会､

各部門の経営検討会を毎月開催､全員集会を３回開催し､全社的な目標と

業務の効率化を実現するための取り組みを行っております。

② 財務報告の信頼性確保のため、実施計画に基づき内部監査人を中心に内

部統制が機能しているかの監査を行いました。また、内部統制強化委員

会を開催し、内部統制の有効性についての評価と検証を行いました。

③ リスク管理につきましては、リスク管理ガイドラインに基づき企業経営

に重大な影響を与えるリスクの選定と必要な対策を実施いたしました。

(7) 取締役会の実効性評価

　当社は、取締役会のさらなる実効性の確保及び機能向上を目的に、評価ア

ンケートを実施し、取締役会の実効性に関する分析・評価を行い、その結果

について取締役会に報告の上、議論を行いました。

① 評価方法

イ. 2025年１月に監査役を含む全役員９名に対して、アンケートを実施した。

ロ. 2025年３月にアンケートの結果を踏まえて取締役会の実効性を評価した。

② アンケート項目

アンケートの主な項目は以下のとおりです。

イ. 取締役会の構成（構成人数、多様性など）

ロ. 取締役会の運営（開催頻度、審議時間、議案・資料の分量など）

ハ. 取締役会の議題（議題の選定、後継者計画、リスク管理、報酬など）

ニ. 取締役会を支える体制（外部専門家の助言、トレーニングの機会など）

③ 本年度の評価結果

　すべての項目において特に大きな問題は認識されていないことなどか

ら、取締役会の実効性は確保されていると判断しております。ただし、取

締役会の構成（構成人数、多様性など）に関しては課題があるため、今後

改善に向けて検討を進めてまいります。
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（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産  の  部） （負 債  の  部）

【流 動 資 産】

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【固 定 資 産】

（有 形 固 定 資 産）

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

使 用 権 資 産

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

（無 形 固 定 資 産）

の れ ん

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
　

【　2,933,981】

968,035

929,885

378,362

380,445

167,850

37,614

79,327

△7,541

【　4,192,142】

（　3,875,348）

1,901,532

507,796

161,271

1,085,048

84,540

135,158

（　　 32,110）

1,520

30,590

（　　284,683）

118,784

7,628

125,704

32,565
　

【流 動 負 債】 【　2,688,933】

支払手形及び買掛金 499,220

短 期 借 入 金 1,564,124

リ ー ス 債 務 5,572

未 払 法 人 税 等 14,322

賞 与 引 当 金 48,448

そ の 他 557,245

【固 定 負 債】 【　2,250,309】

長 期 借 入 金 1,713,918

リ ー ス 債 務 138,515

繰 延 税 金 負 債 9,019

退職給付に係る負債 347,838

役員退職慰労引当金 41,017

負 債 合 計 4,939,243

（ 純 資 産 の 部 ）

【株 主 資 本】 【　2,123,196】

（資 本 金） （    714,150）

（資 本 剰 余 金） （    553,441）

（利 益 剰 余 金） （　　861,486）

（自 己 株 式） （  　△5,881）

【その他の包括利益累計額】 【 　  58,695】

（その他有価証券評価差額金） （     50,296）

（為替換算調整勘定） （      8,399）

【非 支 配 株 主 持 分】 【　　　4,988】

純 資 産 合 計 2,186,880

資 産 合 計 7,126,124 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,126,124

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しています。
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（ 2024年４月１日から
2025年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 7,957,457

売 上 原 価 6,049,367

売 上 総 利 益 1,908,089

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,911,287

営 業 損 失 3,198

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,140

受 取 配 当 金 1,998

受 取 保 険 金 790

補 填 金 収 入 15,158

補 助 金 収 入 49,796

為 替 差 益 6,195

そ の 他 10,403 85,483

営 業 外 費 用

支 払 利 息 29,019

そ の 他 1,681 30,701

経 常 利 益 51,583

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 292

補 助 金 収 入 269

投 資 有 価 証 券 売 却 益 8,026 8,587

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 6,537

固 定 資 産 除 却 損 5,691

減 損 損 失 548

固 定 資 産 圧 縮 損 269 13,046

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 47,125

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 28,638

法 人 税 等 調 整 額 △10,441 18,196

当 期 純 利 益 28,928

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 743

親会社株主に帰属する当期純利益 28,185

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しています。
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（ 2024年４月１日から
2025年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 714,150 553,441 874,992 △5,881 2,136,702

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △41,691 △41,691

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

28,185 28,185

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － － △13,505 － △13,505

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 714,150 553,441 861,486 △5,881 2,123,196

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括
利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 51,579 △5,447 46,131 4,245 2,187,079

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △41,691

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

28,185

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額(純額)

△1,283 13,847 12,564 743 13,307

当連結会計年度変動額合計 △1,283 13,847 12,564 743 △198

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 50,296 8,399 58,695 4,988 2,186,880

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しています。
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（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の  部） （負 債 の 部）

【流 動 資 産】

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【固 定 資 産】

（有 形 固 定 資 産）

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

動 物

土 地

建 設 仮 勘 定

（無 形 固 定 資 産）

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

【　2,960,032】

604,918

900,509

343,912

312,993

79,200

18,497

96,610

587,934

19,315

△3,859

【　3,426,387】

（　2,525,845）

1,098,559

193,345

347,645

18,382

36,354

9,449

771,142

50,967

（　　 28,470）

1,795

24,604

2,070

（　　872,071）

118,784

251,933

471,313

117,272

6,072

△93,305
　

【流 動 負 債】 【　2,747,875】

買 掛 金 885,007

短 期 借 入 金 1,050,000

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 331,479

リ ー ス 債 務 2,694

未 払 金 202,976

未 払 費 用 127,537

未 払 消 費 税 等 81,731

未 払 法 人 税 等 8,964

預 り 金 4,776

賞 与 引 当 金 44,668

そ の 他 8,039

【固 定 負 債】 【　1,646,637】

長 期 借 入 金 1,276,372

リ ー ス 債 務 6,293

退 職 給 付 引 当 金 322,953

役員退職慰労引当金 41,017

負 債 合 計 4,394,512

（ 純 資 産 の 部 ）

【株 主 資 本】 【  1,941,611】

（資 本 金） （　  714,150）

（資 本 剰 余 金） （　  554,541）

資 本 準 備 金 381,030

そ の 他 資 本 剰 余 金 173,511

（利 益 剰 余 金） （    678,801）

そ の 他 利 益 剰 余 金 678,801

繰 越 利 益 剰 余 金 678,801

（自 己 株 式） （　　△5,881）

【評価・換算差額等】 【　 　50,296】

（その他有価証券評価差額金） （　   50,296）

純 資 産 合 計 1,991,908

資 産 合 計 6,386,420 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,386,420

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しています。
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（ 2024年４月１日から
2025年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 7,727,239

売 上 原 価 5,991,114

売 上 総 利 益 1,736,125

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,691,539

営 業 利 益 44,585

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,290

受 取 配 当 金 16,992

受 取 保 険 金 790

補 助 金 収 入 1,332

そ の 他 7,911 32,316

営 業 外 費 用

支 払 利 息 21,580

そ の 他 1,092 22,672

経 常 利 益 54,230

特 別 利 益

補 助 金 収 入 269

投 資 有 価 証 券 売 却 益 8,026 8,295

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 422

固 定 資 産 除 却 損 5,691

減 損 損 失 186

固 定 資 産 圧 縮 損 269

貸 倒 引 当 金 繰 入 11,564 18,133

税 引 前 当 期 純 利 益 44,391

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 11,909

法 人 税 等 調 整 額 △5,347 6,562

当 期 純 利 益 37,829

損　益　計　算　書

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しています。
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（ 2024年４月１日から
2025年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

その他利益

剰 余 金 利益剰余金
合 計繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 714,150 381,030 173,511 554,541 682,663 682,663 △5,881 1,945,473

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △41,691 △41,691 △41,691

当 期 純 利 益 37,829 37,829 37,829

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △3,861 △3,861 － △3,861

当 期 末 残 高 714,150 381,030 173,511 554,541 678,801 678,801 △5,881 1,941,611

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 51,579 51,579 1,997,052

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △41,691

当 期 純 利 益 37,829

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△1,283 △1,283 △1,283

当 期 変 動 額 合 計 △1,283 △1,283 △5,144

当 期 末 残 高 50,296 50,296 1,991,908

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しています。
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2025年５月23日

取 締 役 会 　 御 中

晄 和 監 査 法 人
広島事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 日 浦 祐 介
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 松 本 晃 一

独立監査人の監査報告書

株 式 会 社 秋 川 牧 園

　
監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社秋川牧園の

2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連

結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について

監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社秋川牧園及び連結子会社か

らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計

算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容

連結計算書類に係る会計監査報告　謄本
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は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明す

るものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通

読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法

人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆

候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連

結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性

があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
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ためのものではないが、監査人は､リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために､監査に関連する内部統制を検討する｡

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性､並びに経営者によ

って行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評

価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す

ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でな

い場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら

れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな

くなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注

記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類

が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財

務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算

書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して､計画した監査の範囲とその実施時

期､監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発

見事項､及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う｡

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講

じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガ

ードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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2025年５月23日

取 締 役 会 　 御 中

晄 和 監 査 法 人
広島事務所

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 日 浦 祐 介
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 本 晃 一

独立監査人の監査報告書

株 式 会 社 秋 川 牧 園

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社秋川

牧園の2024年４月１日から2025年３月31日までの第46期事業年度の計算書類､

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方

針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）

について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書

類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査

役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取

締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類に係る会計監査報告　謄本
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当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は

含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも

のではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読

し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が

監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ

るかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は､我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある｡これには､不正

又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算

書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える

と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
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分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する｡

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であ

るかどうか、また､入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合

は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記

事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して､計画した監査の範囲とその実施時

期､監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発

見事項､及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う｡

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講

じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガ

ードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第46期事業年度
における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基
づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準処し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役等と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記
事項）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び注記事項）について検討いたし
ました。

監査役会の監査報告　謄本
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２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人晄和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人晄和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2025年５月27日

株 式 会 社 秋 川 牧 園 　 監 査 役 会
常 勤 監 査 役
（社外監査役） 山 根 史 浩 ㊞

社 外 監 査 役 江 藤 龍 夫 ㊞
社 外 監 査 役 宇 佐 美 理 世 ㊞
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

議案 剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

当社は、株主の皆様への利益還元を重視し、かつ、秋川牧園ブランドの

確立と中長期的な成長に向けての積極的な投資と堅実な財務体質を両立す

ることを基本方針としております。

第46期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開

等を勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

① 配当財産の種類

　金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金10円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は、41,691,220円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　2025年６月30日といたしたいと存じます。

以上
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株主総会会場ご案内図

セントコア山口　２階　サファイア

山口県山口市湯田温泉３丁目２番７号

電話　083－922－0811

■中国自動車道小郡ＩＣ及び湯田温泉スマートＩＣより車で20分

■ＪＲ湯田温泉駅より徒歩20分

■湯田温泉バス停より徒歩６分／駐車場70台無料（先着順）



法令及び当社定款第14条第２項の規定により、上記の事項につきまし
ては、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子
提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第46回定時株主総会招集ご通知

（交付書面に記載しない事項）

第４６期
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

連 結 計 算 書 類 の 注 記 事 項

計 算 書 類 の 注 記 事 項

株式会社　秋川牧園



・市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は主として移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

・製品・仕掛品 主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

・商品・原材料

　(包装材料等を除く)

主として先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

・貯蔵品・その他原材料 最終仕入原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

注記事項
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ６社

・連結子会社の名称 ㈲篠目三谷

㈱ゆめファーム

秋川牧園（常州）農業有限公司

㈲菊川農場

㈱チキン食品

㈲むつみ牧場

②　非連結子会社の状況 該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は以下のとおりであります。

㈲篠目三谷　　　　　　　　　　12月31日

㈱ゆめファーム　　　　　　　　12月31日

秋川牧園（常州）農業有限公司　12月31日

㈲菊川農場　　　　　　　　　　１月31日

㈱チキン食品　　　　　　　　　１月31日

㈲むつみ牧場　　　　　　　　　２月28日

　連結計算書類の作成に当たっては、同事業年度の末日現在の計算書類を使用しておりま

す。ただし、各社事業年度の末日から連結会計年度末日３月31日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

ロ．棚卸資産
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 定率法

（リース資産及び使用権資産を除く） 　ただし、採卵施設、原乳生産施設等及び1998年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については定額法、動物（採卵用鶏）に

ついては採卵期間にわたる日割償却を採用しており

ます。

　なお、主な耐用年数は、建物15年～38年、構築物

10年～15年、機械装置７年～10年であります。

ロ．無形固定資産 定額法

（リース資産及び使用権資産を除く） 　なお、自社利用ソフトウェアの耐用年数は、５年

であります。

ハ．リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

ニ．使用権資産 在外連結子会社は、リース期間を耐用年数として、

定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため、夏季賞与支給見込

額のうち、当連結会計年度に対応する額を計上して

おります。

ハ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。
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④　収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以

下のとおりであります。

イ．生産卸売事業

　生産卸売事業では、鶏肉、鶏卵、牛乳等の生産、加工、販売を行っており、主に産直

型の生活協同組合や宅配会社を顧客としております。原則として、製品の納入時点にお

いて支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断しておりますが、出荷時から当

該製品の支配が顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間であることから、出荷時

点で収益を認識しております。

　製品の販売から生じる収益は、値引き、リベート等を控除した金額で測定しており、

顧客に返金すると見込んでいる対価を返金負債として計上しております。

　なお、買戻し契約に該当する有償支給取引については、金融取引として有償支給先に

残存する支給品について引き続き棚卸資産を認識するとともに、有償支給先に残存する

支給品の期末棚卸高相当額について「有償支給取引に係る負債」を認識しております。

ロ．直販事業

　直販事業では、当社の食品を中心とした食品と生活雑貨を会員向けに販売することを

履行義務としております。原則として、商品及び製品の納入時点において支配が顧客に

移転して履行義務が充足されると判断しておりますが、出荷時から当該商品及び製品の

支配が顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間であることから、出荷時点で収益

を認識しております。

⑤　重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めて計上しております。

⑥　のれんの償却に関する事項

　のれんの償却について、㈲篠目三谷は15年間での均等償却を行っております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項

　退職給付に係る会計処理の方法 当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退

職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法

を適用しております。
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当連結会計年度

繰延税金資産 125,704千円

２.　会計方針の変更に関する注記

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しておりま

す。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年

改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指

針」という。）第65-２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

　なお、当該会計方針の変更による連結計算書類に与える影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる

場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指

針を当連結会計年度の期首から適用しております。

３．会計上の見積りに関する注記

(1) 繰延税金資産

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　繰延税金資産の回収可能性の判断にあたっては、「繰延税金資産の回収可能性に関する適

用指針（企業会計基準適用指針第26号）」に基づいて企業の分類を行い、繰延税金資産は、

将来の課税所得見込額、期末における将来減算一時差異のスケジューリング等を考慮して、

将来減算一時差異が解消されるときに課税所得を減少させ、税金負担額を軽減することがで

きると認められる範囲内で計上しております。繰延税金資産は、決算日において国会で成立

している税率に基づいて、当該資産が実現される年度に適用されると予想される税率により

算定しております。

　将来の課税所得については、過去の業績や近い将来に経営環境に著しい変化が見込まれな

いかなどを勘案し、将来一定水準の課税所得が生じると見込んでおりますが、課税所得が生

じる時期及び金額は、その時の業績や将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受

ける可能性があり、また、業績の悪化等により企業の分類が変更となった場合は、翌期の連

結計算書類において認識する繰延税金資産や法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可

能性があります。
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当連結会計年度

有形固定資産 3,875,348千円

減損損失 548千円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,053,538千円

建物及び構築物 70,851千円

土　　　　　地 31,521千円

計 102,373千円

短期借入金 400,000千円

短期借入金（１年内返済予定の長期借入金） 96,651千円

長期借入金 420,852千円

計 917,503千円

(2) 固定資産の減損

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、事業用資産については事業又は会社単位で、賃貸用資産及び遊休資産に

ついては個別物件単位でグルーピングしております。

　事業用資産については、資産グループに減損の兆候が識別され、資産グループから得られ

る割引前将来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。遊休資産について

は、今後の使用見込みがないため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として計上しております。

　将来キャッシュ・フローの見積りは、事業計画や正味売却価額を基礎に見積っております

が、事業計画や市場環境の変化により、見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場

合、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務
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株 式 の 種 類
当連結会計年度

期 首 の 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度

末 の 株 式 数

普 通 株 式 4,179千株 －千株 －千株 4,179千株

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期 首 の 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度

末 の 株 式 数

普 通 株 式 9,878株 －株 －株 9,878株

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

2024年６月27日

定 時 株 主 総 会
普 通 株 式 41,691 10 2024年３月31日 2024年６月28日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

2025年６月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 41,691 10 2025年３月31日 2025年６月30日

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、必要に応じて短期的な運転資金や設備資金などを銀行借入により調達

しております。また、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行

わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金及び未収入金は顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日でありま

す。

　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金及び設備投資

に係る資金調達を目的としたものであります。返済は最長で決算日後13年であり、金利の

変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権について、営業部及び経営管理部等が各取引先ごとに期日管

理及び残高管理を行うとともに、各取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等

の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ．市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し

ております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、手許流動性の維持などにより流動性のリスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）投資有価証券 101,069 101,069 －

　　資産計 101,069 101,069 －

（1）短期借入金（注） 1,564,124 1,561,072 △3,051

（2）リース債務（流動負債） 5,572 5,549 △23

（3）長期借入金 1,713,918 1,643,460 △70,457

（4）リース債務（固定負債） 138,515 138,441 △73

　　負債計 3,422,130 3,348,523 △73,606

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、連結貸借対照表計上額の重要性の乏しい科目について、記載を省

略しております。また、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額　17,714千円）は、

「投資有価証券」には含めておりません。さらに、現金は注記を省略しており、預金、売掛

金、未収入金、支払手形及び買掛金、及び未払法人税等は、短期間で決済されるため時価が

帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）

（注）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価。

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。
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区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　計

投資有価証券

その他有価証券

株式 101,069 － － 101,069

資産計 101,069 － － 101,069

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　計

短 期 借 入 金 － 1,561,072 － 1,561,072

リ ー ス 債 務 （ 流 動 負 債 ） － 5,549 － 5,549

長 期 借 入 金 － 1,643,460 － 1,643,460

リ ー ス 債 務 （ 固 定 負 債 ） － 138,441 － 138,441

負債計 － 3,348,523 － 3,348,523

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて

いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

短期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）、リース債務(流動負債)、長期借入

金、リース債務(固定負債)

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しており

ます。

７．賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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報告セグメント
合計

生産卸売 直販

鶏肉 2,926,533 195,403 3,121,937

冷食 2,249,202 221,664 2,470,866

鶏卵 696,583 121,812 818,395

その他 393,184 1,153,072 1,546,257

顧客との契約から生じる収益 6,265,504 1,691,952 7,957,457

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 6,265,504 1,691,952 7,957,457

(1) １株当たり純資産額 523円35銭

(2) １株当たり当期純利益 ６円76銭

８．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類

作成のための基本となる重要な事項　(4) 会計方針に関する事項　④　収益及び費用の計

上基準」に記載のとおりです。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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注記事項
１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額金は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

③　棚卸資産

・製品・仕掛品 総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

・商品・原材料(包装材料等を除く） 先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

・貯蔵品・その他原材料 最終仕入原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法

（リース資産を除く） 　ただし、採卵施設、原乳生産施設及び1998年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については定額法、動物（採卵用鶏）につ

いては採卵期間にわたる日割償却を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は、建物15年～38年、構築物

10年～15年、機械装置７年～10年であります。

②　無形固定資産 定額法

（リース資産を除く） 　なお、自社利用ソフトウェアの耐用年数は５年で

あります。

③　リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため、夏季賞与支給見込

額のうち当事業年度に対応する額を計上しておりま

す。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日

における退職給付債務に基づき計上しております。

④　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま

す。

①　生産卸売事業

　生産卸売事業では、鶏肉、鶏卵、牛乳等の生産、加工、販売を行っており、主に産直型

の生活協同組合や宅配会社を顧客としております。原則として、製品の納入時点において

支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断しておりますが、出荷時から当該製品

の支配が顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間であることから、出荷時点で収益

を認識しております。

　製品の販売から生じる収益は、値引き、リベート等を控除した金額で測定しており、顧

客に返金すると見込んでいる対価を返金負債として計上しております。

②　直販事業

　直販事業では、当社の食品を中心とした食品と生活雑貨を会員向けに販売することを履

行義務としております。原則として、商品及び製品の納入時点において支配が顧客に移転

して履行義務が充足されると判断しておりますが、出荷時から当該商品及び製品の支配が

顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間であることから、出荷時点で収益を認識し

ております。

２.　会計方針の変更に関する注記

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年

改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

　なお、当該会計方針の変更による計算書類に与える影響はありません。
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当事業年度

繰延税金資産 117,272千円

当事業年度

貸倒引当金（子会社分） 93,253千円

建物 70,851千円

土地 31,521千円

計 102,373千円

短期借入金 400,000千円

１年内返済予定の長期借入金 96,651千円

長期借入金 420,852千円

計 917,503千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,687,510千円

３．会計上の見積りに関する注記

(1) 繰延税金資産

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　①の金額の算出方法は、連結計算書類　注記事項「２．会計上の見積りに関する注記　

(1) 繰延税金資産」の内容と同一であります。

(2) 子会社への貸付金に係る貸倒引当金

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、子会社に対して貸付を行っておりますが、㈲むつみ牧場の財政状態が悪化したこ

とにより、貸倒引当金を計上しております。

　貸倒引当金は、当該子会社の実質債務超過相当分を回収不能であると見積って計上してお

ります。

　当該子会社の今後の業績の推移によっては回収可能性に関して見直しを行う必要が生じ、

計上すべき貸倒引当金が変動し将来の計算書類に影響を与える可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務
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㈲篠目三谷 30,000千円

㈲菊川農場 441,969千円

㈱チキン食品 63,600千円

㈲むつみ牧場 30,000千円

計 565,569千円

①　短期金銭債権 590,332千円

②　長期金銭債権 464,363千円

③　短期金銭債務 345,399千円

268千円

①　売上高 128,405千円

②　仕入高等 979,779千円

③　営業取引以外の取引高 21,800千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 9,878株 －株 －株 9,878株

(3) 保証債務

子会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

(5) 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権の総額

５．損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

６．株主資本等変動計算書に関する注記

　 自己株式の数に関する事項
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繰延税金資産

有償支給未実現利益 466千円

棚卸資産評価損 1,206

賞与引当金 13,624

未払事業税 2,153

未払金 12,401

関係会社株式評価損 1,397

退職給付引当金 101,407

役員退職慰労引当金 12,879

減損損失 9,457

貸倒引当金 30,474

その他 8,637

繰延税金資産小計 194,105

評価性引当額 △53,811

繰延税金資産合計 140,294

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △23,021

繰延税金負債合計 △23,021

繰延税金資産の純額 117,272

７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で

成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の

課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る

繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.5％から31.4％に変更し計

算しております。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）、法人

税等調整額及びその他有価証券評価差額金に与える影響は軽微であります。

８．リースにより使用する固定資産に関する注記

該当事項はありません。
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種類
会社等
の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は

出資金
（千円）

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容
(注1)

取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子会社 ㈲篠目三谷
山口県
山口市

10,000
鶏卵の
生産

(所有)
直接49

鶏卵の
仕入

役員の
兼任

債務保証
(注3)

30,000 ― －

原材料の
有償支給
(注4)

 427,748 未収入金  125,938

仕掛品の
有償仕入
(注4)

 548,529 買掛金  50,494

子会社
秋川牧園
（常州）
農業有限公司

中 国
江蘇省

202,500
若鶏の

生産・販
売

(所有)
直接100

資金の
貸付

役員の
兼任

資金の回収
(注2)

－ 短期貸付金  17,000

資金の貸付
(注2)

－ 長期貸付金  56,000

利息の受取
(注2)

 1,047 未収収益  410

子会社 ㈲菊川農場
山口県
下関市

3,000
若鶏の
生産

(所有)
直接100

生鳥の
仕入

役員の
兼任

債務保証
(注3)

441,969 ― －

資金の回収
(注2)

 14,999 短期貸付金 14,999

資金の貸付
(注2)

－ 長期貸付金  88,750

利息の受取
(注2)

 925 ― －

配当金の
受取

 15,000 未収入金  15,000

原材料の
有償支給
(注4)

1,020,222 未収入金  165,035

仕掛品の
有償仕入
(注4)

1,251,029 買掛金  68,259

子会社 ㈱チキン食品
山口県
山口市

60,000
生鳥の
処理

(所有)
直接100

生鳥の
処理

役員の
兼任

債務保証
(注3)

63,600 ― －

資金の回収
(注2)

 28,749 短期貸付金  35,000

資金の貸付
(注2)

100,000 長期貸付金 200,000

利息の受取
(注2)

1,699 ― －

原材料の
有償支給
(注4)

1,926,840 未収入金 169,382

仕掛品の
有償仕入
(注4)

2,340,377 買掛金 200,066

子会社 ㈲むつみ牧場
山口県
萩 市

3,000
原乳の
生産

(所有)
直接48

原材料の
有償支給

役員の
兼任

債務保証
(注3)

30,000 ― －

資金の回収
(注2)

17,105 短期貸付金 19,605

資金の貸付
(注2)

20,000
長期貸付金
（注5）

112,446

利息の受取
(注2)

1,068 ― －

９．関連当事者との取引に関する注記

　子会社及び関連会社等
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(1) １株当たり純資産額 477円78銭

(2) １株当たり当期純利益 ９円07銭

（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等

１. 子会社との取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が

含まれております。

２. 資金の貸付については、市場金利を勘案した合理的な利率を設定しており、貸付期間

や返済方法については両者協議の上、貸付条件を決定しております。

３. ㈲篠目三谷の銀行借入（30,000千円、期限2027年１月）、㈲菊川農場の銀行借入

（441,969千円、期限2036年４月）、㈱チキン食品の銀行借入（63,600千円、期限

2030年９月）及び、㈲むつみ牧場の銀行借入（30,000千円、期限2025年12月）につき

債務保証を行ったものであります。なお、保証料の受領は行っておりません。

４. 原材料の有償支給及び仕掛品の有償仕入取引については、各子会社における製造原価

の状況を勘案し、双方協議の上、決定しております。

５. 長期貸付金に対し、合計93,253千円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業

年度において、合計11,564千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

10．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類　注記事

項「８．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しておりま

す。

11．１株当たり情報に関する注記

12．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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